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■長引く景気低迷や、アジア諸国等との競合などにより、経営環境は厳しさを増しており、過半数を超える
　企業がマイナス成長となっている。その一方では、売上や収益を大きく伸ばした企業がある。

■取引先からの低価格化に対する要請は、依然として強い。これに加えて、高品質、短納期などを実現す
　ることは、もはや当然のこととなっていて、今後は、環境への対応、製品開発への参画など、取引先から
　の要請は、内容が高度化するとともに、範囲が拡大すると予想される。

■需要の低迷に加えて、競合の激化や消費者ニーズの多様化により、製品の成熟化、技術の陳腐化する
　スピードが早まっていることは重要課題である。
　こうした状況を打破するために、人材の育成も喫緊の
　課題となっている。

㈵. 全体要約㈵. 全体要約

静岡県の中小製造業の現況

（全体）
■売上が好調な企業は、「技術に強い企業」を展望し、低迷した企業は、小ロット対応など「柔軟性の高さ
　を強みとする企業」を目指す傾向が強い。

■業績が好調な企業ほど、現状に対する危機意識が高く、幅広い分野の経営活動に取り組んでいる。ここ
　3年間では、新製品や新技術の開発を実施した企業が多く、逆に、コストダウンを目的に人員削減を実施
　した企業は少ない。

（技術・生産）
■好調な企業では、モジュール化に取り組むことで大きな効果をあげている。また、コア事業の強化を図
　るため、これに経営資源を集中的に投入できるよう、アウトソーシングを積極的に活用している。

（市場開拓）
■市場開拓における最大の課題は、営業力の弱さである。業績が好調な企業では、市場開拓の手段として、
　新聞・専門誌やインターネット、メッセ等の展示会など、様々なメディアを有効に活用している。

（組織改革）
■業績が好調な企業では、能力主義の導入が進んでいる。業務マニュアルや明確な業績評価基準を作成
　したり、独立採算制を導入する動きが盛んである。

（ネットワーク）
■全体的に外部機関等との交流状況は低い。業績が好調な企業では、大学と「共同研究など交流あり」、
　または、「今後、交流したい」とする企業の比率が総体的に高い。

経営革新への取組み
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■経営革新支援法は、中小企業の経営革新への取組みを促進する目的で施行されたが、中小企業の周知
　度は低い。

■経営革新支援法の承認を受けた企業では、融資や補助金といった金融制度を活用し、新製品や新技術
　の開発を実現している。

行政への期待

■期待の高い支援策は、順に、「融資」、「人材」、「技術」、「営業」となっている。具体的には、「融資枠の
　拡大や制度利用条件の緩和」、「人材教育」、「技術開発の指導」、「販売先の斡旋紹介」である。

■活用したいアドバイザーは、技術・研究開発に関する指導者である。大学を含めた技術の移転、これらと
　の共同研究等が期待されるところである。

経営革新支援法の利用現況



中小製造業における経営革新の基本方向

■業績が好調な企業ほど、コア・コンピタンスの強化に向けた様々な経営活動を展開しており、特に力を
　注いでいる分野は、新製品や新技術の開発と人材の強化である。また、自らが最も得意とする分野に資
　源を集中的に投入できるよう、アウトソーシングや大学との連携など、外部資源を活用している。

3

経営革新の基本方向

好調な企業の特長

■長引く景気低迷や強まるデフレ圧力、グローバル化やＩＴ革命の進展、少子高齢化社会の到来や環境問
　題への対応等々、中小製造業を取り巻く環境が激変する中で、進むべき基本方向は競争優位に立つた
　めの独自性発揮に向けたコア・コンピタンスの強化であり、それに向けて取り組むべき課題は、㈰オリ
　ジナリティーの創出、㈪技術革新への対応、㈫市場ニーズに関する情報収集、㈬優秀な人材の確保・育
　成があげられる。

コア・コンピタンス
の強化

オリジナリティーの創出

優秀な人材の確保・育成

市場ニーズに関する
情報収集

早まる製品の成熟化、
技術革新への対応
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■中小企業が経営革新に取り組みやすいような支援制度の整備や、多くの中小企業が技術に関するアド
　バイザーを利用したいと考えていることから、大学等の研究機関と企業を結びつけるコーディネート
　活動が期待される。

１.特定の技術力・
　製品分野への特化
２.大学、公設試等の
　研究機関の活用
３.ユニット化、
　モジュール化
　への対応

具体的な方策

■コア・コンピタンスを強化していくための具体的方策としては、㈰特定の技術力・製品分野への特化
　やユニット化・モジュール化への対応などによる技術開発力の強化、㈪優れた人材の確保・育成や能
　力主義の導入などによる社内組織の強化、㈫アウトソーシングやマスメディアなどの外部機関の活用
　があげられる。

技術・研究
開発力の強化

総合的な支援体制の強化に向けて

１.優れた人材の
　確保・育成
２.能力主義の導入
３.部門ごとに
　独立採算制を導入

社内組織の
強化

１.アウトソーシングの
　活用
２.マスメディアの活用
３.研究開発等の
　助成制度の利用

外部機関の
有効活用



図表１　売上の推移（３期前と比較）

（件数=532）

図表２　収益の推移（３期前と比較）

（件数=532）
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やや増加
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減少
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29.1%

横ばい
（±5％）
19.4%

厳しい経営環境にある中、過半数を超える企業でマイナス成長となっている。その一方では、
売上や収益を大きく伸ばした企業がある。こうした２極化傾向は、今後、強まることが予想される。

㈼-１）厳しい業績の推移

㈼. 静岡県の中小製造業の現況㈼. 静岡県の中小製造業の現況

5割を超える企業がマイナス成長

●長引く景気低迷や、アジア諸国等との競合などを背景に、過半数を超える企業で、３期前と比較して、売上や収益
　が減少している（図表１、２）。

●売上の推移別にみると、売上が減少した企業（△20％超）は約２割となっている。一方、売上が増加した企業（＋
　20％超）は全体の１割程度を占めている（図表１）。

● 収益の推移別にみても、売上の推移別と同様の傾向がみられる（図表２）。

◆◆
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図表３　資本金別にみた売上の推移
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図表４　資本金別にみた収益の推移
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高成長企業は規模の大小に関わらず
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売上や収益を大きく伸ばした企業をみると、規模の大小によらないことがわかる。中小製造業
では、経営活動を展開するに当たり、限られた経営資源を最大限に活用することが重要である｡

◆◆

●資本金の規模別に、売上と収益の推移をみると、資本金の規模が小さくなるにつれて、業績が悪化した企業の比
　率が高まる傾向がみられる（図表３、４）。

●一方、売上が増加（＋20％超）、やや増加（＋５～20％）した企業の比率をみると、資本金別に大きな差はみられ
　ない。また、収益が増加（＋20％超）、やや増加（＋５～20％）した企業の比率においても同様である（図表３、４）。



図表５　主力製品の将来的な需要予測
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25.6
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中国、アジアNIES等との競合･追い上げにより、需要量は頭打ちとなる

量的には安定確保は期待できるが、製品(加工）単価の低下が強まる

取扱製品（加工）の市場の成熟化が進み、需要量は頭打ちとなる

消費者ニーズの変動が激しく、需要の先行きは不透明である

国内企業との競合や異業種からの参入激化で、需要量は頭打ちとなる

ほぼ横ばいで、安定した需要量の確保が期待できる

構造的な不振要因を抱えており、需要量は減少傾向となる

その他

今後も急速または大きな伸び（量的拡大）が期待できる

無回答
（件数=532）

(%)

多くの企業が、主力製品の将来の需要に不安を抱いている。これは、「今のままでは勝ち残れ
ない」といった危機意識の表れでもある。常に新製品や新技術の開発が求められている状況と
いえる。

㈼-２）変化がみられる主力事業

主力製品に対する高い危機意識

●主力製品の将来的な需要に、「今後も大きな伸びを期待できる」と明るい見通しを持っている企業は2.1％にす
　ぎず、全体の９割の企業は主力製品の将来に不安を抱えている。中でも、「中国をはじめとしたアジア諸国の台
頭」　や、「景気低迷による製品（加工）単価の低下」を危惧する企業の比率は高く、全体の５割を占めている（図

◆◆
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図表６　自社の企画・仕様による製品、または加工業務の割合

（件数=532）

図表７　３期前と比較した主力事業の変化（売上の推移別）
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8.6%

０～２割
43.2%

変化がみられる主力事業
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主力事業の変化は、業績が好調な企業に多くみられる。これらの企業では、新製品や新技術の
開発に取り組んでいて、その結果が好業績に反映されていると考えられる。

◆◆

●事業の８割以上を他社の企画に依存している企業（自社の企画・仕様による製品、または加工業務の割合が20
　％以下）は、全体の４割を占めている。一方、事業の８割以上が自社製品等である企業は、２割となっている（図表
６）。

●売上の推移別に、主力事業の変化をみると、売上が増加した企業（＋20％超）の過半数で、主力事業に変化がみ



・ 仕入、部品点数の見直し、削減
・ 仕入れ先に対して、原材料費の引き下げを要求
・ 仕入先の見直し(複数購入、相見積り、集約化など)
・ 海外調達の活用

・ 設備・機械導入による機械化、省力化の推進
・ 生産工程、作業工程の見直し、改善活動
・ 生産スピードの向上
・ 品質管理強化による歩留まり率の向上

・ 給与、賞与の削減・人員の削減
・ パート、人材派遣の活用
・ 新規採用、退職者補充の抑制
・ 残業時間の圧縮・従業員の意識改革

・ 外注の内製化
・ 光熱費や消耗品などの経費削減
・ ＶＡ、ＶＥ提案の実施
・ 借入金の圧縮による支払利息の軽減

図表９　コストダウンのために取りくんだ活動

分　　野

仕　　  入

生産・製造

人　　  員

そ の 他

内　　　容

7.0 16.5 17.7 15.4 11.5 6.8 25.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（件数=532）　 

図表８　実現したコストダウン（３年前と比較）

1％未満 1～3％ 4～5％ 6～10％ 11～20％ 20％以上 無回答

中小製造業に対するコストダウンの要請は依然として強いため、多くの企業がコストダウンに
取り組んでいる。

㈼-３）多様化する取引先からの要請

コストダウンへの取組み

●ここ３年間におけるコストダウンへの取組み状況をみると、５割以上の企業（回答者ベースでは約７割の企業）で
　４％超のコストダウンを実現している（図表８）。

●コストダウンのために取り組んだ活動は、仕入、生産・製造、人員、その他の４分野にわけられる（図表９）。

◆◆
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（単位：％）

低価格化 高品質・
高精度化

短納期化 環境への
対応

多品種化 ｺﾝﾋ゚ｭーﾀ、
ｵﾝﾗｲﾝ化

製品開発
への参画

アフターサービ
スの充実

有益情報
の提供

ここ３年間

で強まった
91.4 72.9 70.7 56.8 49.2 40.4 28.6 24.4 18.2

∨ ∨ ∨ ∨ ∨ ∨ ∨ ∨ ∨

今後

強まる
88.7 75.4 70.5 70.9 51.3 51.3 40.4 35.9 31.2

図表10　取引先からの要請の変化

幅広い対応が求められる状況へ

10

「低価格化」、「高品質」、「短納期」などの要請は当然のものとなっている。今後は、「環境へ
の対応」や「コンピュータ、オンライン化」、「製品開発への参画」など、幅広い対応が求められ
ると予想される。

◆◆

●ここ３年間で強まった要請は、順に「低価格化（91.4％）」、「高品質・高精度化（72.9％）」「短納期化（70.7％）」
　となっており、これらは今後も強まると予想されている。今後は、「環境」、「コンピュータ、オンライン化」、「製
　品開発への参画」といった要請も強まると予想されている（図表10）。



図表11　経営上の課題

2.6

0.8

7.1

7.5

8.1

9.6

11.7

14.8

15.0

18.8

21.8

27.8

32.5

38.7

51.9

0 10 20 30 40 50 60

需要低迷、取扱製品成熟化

人材の確保･育成

販路開拓や営業力の弱さ

人件費の上昇

製品開発・企画力の弱さ

生産設備の不足・老朽化

保有技術の陳腐化・優位性の低下

財務体質の脆弱さ

環境問題への対応

資金調達力の弱さ

グローバル化への対応

後継者難

情報化への対応

その他

無回答

(%)

（３つまでの複数回答）

（件数=532）

需要の低迷に加えて、競合の激化や消費者ニーズの多様化により、「製品が成熟化」、または「技
術が陳腐化」するスピードが早まっている。こうした状況を打破するためには、優秀な人材を確
保・育成する必要がある。

㈼-４）経営上の課題は「製品の成熟化」

“製品の成熟化”が課題

●経営上の課題として、過半数の企業が、「需要の低迷、取扱製品の成熟化（51.9％）」をあげている。その他、順
に、　「人材の確保・育成（38.7％）」、「販路開拓や営業力の弱さ（32.5％）」となっている（図表11）。

◆◆
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56

第2次石油危機後
谷（58年2月）

山（60年6月） 山（3年2月）

谷（61年11月） 谷（5年10月）

円高不況

資料：中小企業庁・中小企業総合事業団　「中小企業景況調査」
（注）業況判断DIは、前年同期と比べた「好転」－「悪化」

資料：「中小企業白書2001年版」中小企業庁

バブル

バブル崩壊

55
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－20
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（年）

参考図　中小企業の業況判断DIの推移

資料：「中小企業白書2001年版」中小企業庁

53.3

58.7 60.7

65.5

55.9

47.9

80

（％）

70

60

50

40

30

20

昭和41年 昭和46年 昭和51年 昭和56年 昭和62年 平成10年

10

0

資料：経済産業省「商工業実態基本調査」、「工業実態基本調査」再編加工。
（注）ここでいう「下請中小企業」とは、自社よりも資本金又は従業者数の多い他の法人又は個人から、
　　製品・部品等の製造又は加工を受託している中小企業（従業者数300人未満の企業）をいう。

参考図　下請中小企業比率の推移

12

（参考資料）中小企業の業況判断ＤＩの推移

中小企業の景況は、平成10年10～12月期を底として、ＩＴ関連業種を中心に緩やかに改善してきたが、このとこ
ろ業況判断ＤＩのマイナス幅が拡大している。（中小企業白書2001年版より）

（参考資料）下請中小企業比率の推移

製造業では、従来型の親企業－下請け企業関係が揺らぎつつある。大規模製造業の下請として部品等を納入して
きた中小製造業は、不況により親企業から選別されつつある。（中小企業白書2001年版より）



図表12　目指す企業像（売上の推移別）
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15.4

9.8

41.4

35.9

52.2

30.3

38.8

21.7
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10.9

12.9

19.4

8.7

16.3
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18.1

7.6

5.2

4.0

3.9

2.22.2

4.3

3.9

4.0

4.3

2.2

0.0

1.9

2.3

2.2

4.3

0.0

3.9

2.9

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

　　　　　　増加（＋20％超）    

        　　　　　　件数=46　 

やや増加（＋5～20％）

         件数=116  

横ばい（±5％)      

       件数=103

やや減少（－5～20％）

          件数=175  

減少（－20％超）    

        件数=92  

市場高感度型企業 技術高感度型企業 小ロット型企業 独自性追求型企業

マーケティング型企業 ネットワーク志向型企業 その他 不明

（件数=532）

図表13　目指す企業像（収益の推移別）

23.6

13.3

17.6

14.2

12.1

41.1

42.7

38.2

33.5

32.4

18.5

21.9

13.9

16.4

14.4

16.8

12.7

12.9

25.0

16.7

7.3

5.2

6.7

3.7

4.4

0.03.6

2.8

2.6

4.8

1.8

1.1

1.9

2.6

0.8

3.6

2.2

2.8

3.2

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

　　　　　　増加（＋20％超）    

        　　　　　　件数=55　 

やや増加（＋5～20％）

         件数=90  

横ばい（±5％)      

       件数=108

やや減少（－5～20％）

          件数=155  

減少（－20％超）    

          件数=124  

市場高感度型企業 技術高感度型企業 小ロット型企業 独自性追求型企業

マーケティング型企業 ネットワーク志向型企業 その他 不明

（件数=532）

㈽. 経営革新への取組み

売上が好調な企業は、「技術に強い企業」を目指し、一方、低迷した企業は、小ロット対応など「柔
軟性の高さを強みとする企業」を目指す傾向が強い。

㈽-１）企業像 ～目指すは技術に強い企業～

㈽. 経営革新への取組み

売上が好調な企業が目指すのは“技術に強い企業”

●売上の推移別に、目指す企業像をみると違いがみられる。好調な企業ほど、「技術に強い企業（技術高感度型企
業）」　を目指し、低迷した企業は、「多品種少量生産が得意な企業（小ロット型企業）」を目指す傾向が強い（図表
12）。

●また、『売上』が好調な企業は「技術に強い企業（技術高感度型企業）」を展望し、『収益』が好調な企業は「市場

　動向やニーズ（市場高感度型企業）」を注視する傾向が強い（図表12、13）。

◆◆
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全　　　　体

増加（＋20％超）

やや増加（＋5～20％）

横ばい（±5％）

やや減少（－5～20％）

減少（－20％超）

増加（＋20％超）

やや増加（＋5～20％）

横ばい（±5％）

やや減少（－5～20％）

減少（－20％超）

532 34.8 16.4 18.6 6.6 13.7 45.1 30.6 53.4 27.3 1.9 2.6

46 43.5 19.6 21.7 4.3 19.6 54.3 37.0 52.2 15.2 2.2 2.2

116 37.9 15.5 17.2 7.8 17.2 47.4 19.8 63.8 30.2 0.9 0.0

103 35.9 12.6 18.4 3.9 10.7 50.5 30.1 54.4 26.2 1.0 4.9

175 28.0 20.0 20.0 6.9 13.7 43.4 34.9 47.4 29.1 4.0 2.3

92 38.0 13.0 16.3 8.7 9.8 34.8 33.7 51.1 27.2 0.0 4.3

55 45.5 14.5 18.2 3.6 21.8 49.1 29.1 54.5 25.5 0.0 3.6

90 40.0 13.3 14.4 11.1 18.9 42.2 22.2 60.0 27.8 2.2 1.1

108 36.1 18.5 17.6 2.8 11.1 53.7 28.7 53.7 26.9 1.9 2.8

155 29.7 16.1 24.5 6.5 11.0 41.3 35.5 54.2 28.4 3.2 2.6

124 31.5 17.7 15.3 8.1 12.1 42.7 33.1 46.8 26.6 0.8 3.2

売

上

の

推

移

別

収

益

の

推

移

別

図表14　目指す企業像を実現するために力を注ぐ分野

注：太字は、30.0％以上の企業が回答したもの

　　網掛けは、増加した企業(＋20％超)と減少した企業(－20％超)の回答率の差が10ポイント以上あったもの

（３つまでの複数回答）

　　　　　（単位：％）

コ
ア
事
業
や
コ
ア
技
術
の
深
化

事
業
内
容
の
拡
大

新
事
業
へ
の
進
出

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
よ
る
事
業
化

ク
イ
ッ
ク
レ
ス
ポ
ン
ス
の
強
化

新
技
術
の
開
発

新
市
場
の
開
拓

人
材
の
育
成
・
強
化

情
報
収
集
力
の
強
化

そ
の
他

無
回
答

回
答
数
（
件
）

重点テーマは“人材育成”と“技術開発”

14

「人材の育成・強化」に力を注ぎたいと考えている企業が多い。また、業績が好調な企業では、
“新技術開発”や“コア技術の深化”を重視する傾向が強い。

◆◆

●目指す企業像を実現するために、力を注ぎたい分野として、「人材の育成（53.4％）」、「新技術の開発（45.1
％）」、　「コア事業やコア技術の深化（34.8％）」、「新市場の開拓（30.6％）」があげられている（図表14）。

●売上や収益が増加した企業（＋20％超）と減少した企業（△20％超）の回答率で、その差が10ポイント以上あ
　ったものは、「新技術の開発」、「コア事業やコア技術の深化」、「情報収集力の強化」である（図表14）。



図表15　３年以内に取り組んだ経営活動

4.5

2.1

51.5

43.4

43.4

42.7

29.3

21.2
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8.3
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5.1

新製品・新技術の開発

省力化のための設備投資強化

人員調整による合理化・コストダウン

既存製品・サービスの高付加価値化

ISOの認証取得

新規事業への進出、経営の多角化

ＩＴ活用による社内情報の共有化

アウトソーシング

インターネットによる情報の開示・販売

特許取得

同業種や異業種など他社との連携

ＩＴを活用した生産体制の構築

ＩＴを活用した販売・顧客管理

海外進出、海外生産の増強

デザイン力の強化

ゼロエミッションなど環境への対応

無回答

0 10 20 30 40 50 60
(%)

（回答は該当するものすべて）

（件数=532）

業績が好調な企業ほど、現状への危機意識が高く、幅広い分野の経営活動に取り組んでいる。
これらの企業では、新製品や新技術の開発を実施した企業が多い反面、人員削減によるコスト
ダウンを実施した企業は少ない。

㈽-２）経営革新活動 ～好調な企業は幅広い経営活動を展開～

業績が好調な企業ほど、経営活動を幅広く展開

●３年以内に取り組んだ経営活動は、「新製品・新技術の開発（51.5％）」、「既存製品・サービスの高付加価値化
　（42.7％）」といった“商品”に関する活動と、「省力化のための設備投資強化（43.4％）」、「人員調整による
　合理化・コストダウン（43.4％）」といった“合理化・効率化”に向けた活動が上位を占めている（図表15）。

●ＩＴやインターネットの活用といった情報化への取組みは、それほど多くの企業で実施されていないようである。
　回答が最も多かった「ＩＴ活用による社内情報の共有化」であれ、その実施状況は２割弱にとどまっている（図表15）。

◆◆
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51.5 71.7 45.7 26.1 74.5 44.4 30.2

29.3 39.1 18.5 20.7 36.4 21.8 14.6

43.4 45.7 29.3 16.3 43.6 32.3 11.4

18.0 28.3 14.1 14.1 25.5 12.1 13.4

15.8 23.9 10.9 13.0 18.2 9.7 8.5

18.4 26.1 14.1 12.0 23.6 13.7 9.9

4.5 8.7 1.1 7.6 9.1 3.2 5.9

8.3 13.0 7.6 5.4 16.4 7.3 9.1

21.2 28.3 23.9 4.3 21.8 21.0 0.9

42.7 43.5 40.2 3.3 50.9 37.9 13.0

7.9 10.9 7.6 3.3 14.5 8.1 6.5

18.8 17.4 15.2 2.2 23.6 16.1 7.5

5.1 2.2 4.3 -2.2 1.8 4.0 -2.2

11.8 10.9 14.1 -3.3 14.5 14.5 0.0

15.6 13.0 17.4 -4.3 7.3 20.2 -12.9

43.4 19.6 66.3 -46.7 32.7 57.3 -24.5

2.1 4.3 2.2 2.2 1.8 1.6 0.2

増加

(＋20％超)

減少

(－20％超)

差

(増加－減少)

増加

(＋20％超)
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(－20％超)

差

(増加－減少)

売上の推移別 収益の推移別

合計

新製品・新技術の開発

ISOの認証取得

省力化のための設備投資強化

インターネットによる情報の開示・販売

特許取得

アウトソーシング

ゼロエミッションなど環境への対応

ＩＴを活用した販売・顧客管理

新規事業への進出、経営の多角化

既存製品・サービスの高付加価値化

海外進出、海外生産の増強

ＩＴ活用による社内情報の共有化

デザイン力の強化

ＩＴを活用した生産体制の構築

同業種や異業種など他社との連携

人員調整による合理化・コストダウン

無回答

実施した経営活動

図表16　ここ３年間に実施した経営活動
(増収・減収企業、増益・減益企業の比較） （単位：％）

（回答は該当するものすべて）

39.3 56.5 31.5 25.0 56.4 33.1 23.3

2.3 8.7 2.2 6.5 7.3 1.6 5.7

5.6 6.5 7.6 -1.1 5.5 11.3 -5.8

19.7 13.0 25.0 -12.0 14.5 21.8 -7.2

増加

（+20％超）

減少

（-20％超）

差

(増加－減少)

増加

（+20％超）

減少

（-20％超）

差

(増加－減少)

収益の推移別売上の推移別

合計

新製品・新技術の開発

海外進出、海外生産の増強

人員調整による合理化・ｺｽﾄﾀ゙ｳﾝ

既存製品・サービスの高付加価値化

最も重視する内容

図表17　今後、最も重視する経営活動
(増収・減収企業、増益・減益企業の比較） （単位：％）

（回答は該当するものすべて）

16

●売上が増加した企業（＋20％超）の回答率が、減少した企業（△20％超）の回答率を10ポイント（以下Ｐ）上回
　った経営活動は、「新製品・新技術の開発（＋26.1Ｐ）」、「ＩＳＯの認証取得（＋20.7Ｐ）」、「省力化のための設
　備投資（＋16.3Ｐ）」、「インターネットによる情報の開示（＋14.1Ｐ）」、「特許取得（＋13.0Ｐ）」、「アウトソー
　シング（＋12.0Ｐ）」である。逆に、売上が減少した企業（△20％超）の回答率が上回ったものは、「人員調整に
　よる合理化・コストダウン」で、これは46.7ポイントもの差がみられた（図表16）。

●収益の推移別にみても、同様の傾向がみられる。好調な企業は、回答項目16の経営活動のうち12で、低迷した
　企業の回答率を上回っている（図表16）。

●今後、重視する経営活動をみても、好不調による違いがみられ、好調な企業は「新製品・新技術の開発」を、低迷
　している企業は「既存製品・サービスの高付加価値化」を重視している（図表17）。



図表18　所有する技術の今後の見通し
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図表19　所有する技術の今後の見通し（収益の推移別）

　　　　　　増加（＋20％超）    

        　　　　　　件数=55　 

やや増加（＋5～20％）

         件数=90  

横ばい（±5％)      

       件数=108

やや減少（－5～20％）

          件数=155  

減少（－20％超）    

          件数=124  

しばらくは、今のま

まで十分通用する 無回答
高度化、改良を加えない

といずれ通用しなくなる

（件数=532）

新しい技術を開発

する必要がある その他

８割の企業が、「今の技術は見直す必要性がある」と考えている。現在、所有している技術に対
する危機感は、収益が増加した企業（＋20％超）ほど強い。

㈽-３）技術・生産 ～ユニット化・モジュール化がカギ～

技術の見通しを懸念

●現在、所有している技術の今後の見通しについて、約８割の企業が「今のままでは通用しない」と考えている。「新
　しい技術を開発する必要がある」と回答した企業は全体の４割にものぼった（図表18）。

●また、収益が増加した企業（＋20％超）では、「新しい技術を開発する必要がある（52.7％）」と回答した企業
　が過半数を超えており、業績が好調な企業ほど、現状に対する危機意識が高いことがうかがえる（図表19）。

◆◆
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図表20　技術開発を行う上での課題

6.0

0.8

2.3

2.8

5.1

14.1

20.9

21.2

26.9

0 10 20 30

(%)

研究者・技術者の確保

研究開発体制の不備

研究者・技術者の能力不足

販路の確保

消費者ニーズ等の情報不足

研究設備の不備

なし

その他

無回答

（回答は該当するものすべて）

（件数=532）

8.6 30.4 3.3 27.2 14.5 4.8 9.7

34.2 52.2 27.2 25.0 50.9 30.6 20.3

33.3 50.0 29.3 20.7 41.8 24.2 17.6

27.1 39.1 20.7 18.5 47.3 21.8 25.5

25.2 32.6 15.2 17.4 32.7 18.5 14.2

38.0 50.0 33.7 16.3 45.5 39.5 5.9

21.2 23.9 18.5 5.4 21.8 21.0 0.9

1.3 2.2 2.2 0.0 3.6 0.0 3.6

9.6 10.9 10.9 0.0 10.9 10.5 0.4

35.0 32.6 34.8 -2.2 38.2 32.3 5.9

51.1 47.8 52.2 -4.3 50.9 48.4 2.5

84.8 73.9 83.7 -9.8 83.6 85.5 -1.8

2.8 2.2 3.3 -1.1 0.0 2.4 -2.4

増加

(＋20％超)

減少

(－20％超)

差

(増加－減少)

増加

(＋20％超)

減少

(－20％超)

差

(増加－減少)

売上の推移別 収益の推移別

合計

ユニット化、モジュール化への移行

優れた技術者の確保・人材育成

外注の積極的活用

環境への対応

ISO9001の取得

加工精度の向上

新素材、新原料の利用

その他

海外メーカーの活用

多能工化の推進

多品種小ロット生産への対応

製造工程の改善・効率化

無回答

実施した内容

図表21　生産体制を強化するために、ここ３年間で取り組んだ内容
(増収・減収企業、増益・減益企業の比較） （単位：％）

（回答は該当するものすべて）

技術開発における課題は“ヒト”
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◆◆

●技術開発を行う上での課題は、「研究者・技術者の確保（26.9％）」、「研究者・技術者の能力不足（20.9％）」
　といった“人材”となっている（図表20）。

効果の高い取組みは“ユニット化、モジュール化”

業績が好調な企業は、優秀な人材を確保し、モジュール化に取り組んでいる傾向が強い。また、
コア事業に経営資源を集中的に投入するために、アウトソーシング（外注）の利用率が高い。

◆◆

●売上が増加した企業（＋20％超）の回答率が、減少した企業（△20％超）の回答率を20ポイントも上回った取
　組みは、「ユニット化、モジュール化への移行（＋27.2Ｐ）」、「優れた技術者の確保・人材育成（＋25.0Ｐ）」、「外
　注の積極的活用（＋20.7Ｐ）」である。（図表21）



図表22　市場開拓の方針

44.5 39.8 7.7

3.6

1.5

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

積極的に市場を開拓している 積極的に市場を開拓する予定 何を行ったらよいかわからない

市場開拓の必要性を感じない その他 無回答

（件数=532）

図表23　販路・取引先の開拓が困難な理由

54.9

32.7

22.9

18.0

15.6

11.7

10.3

6.6

5.3

5.1

7.3

営業力が弱い

製品が特殊で販路が限定されている

製品の市場へのアピール度が乏しい

生産体制が弱い

販売ルートがない

製品種類が少ない

製造技術が未熟

親企業に気兼ねする

その他

特になし

無回答

（回答は該当するものすべて）

（件数=532）

0 10 20 30 40 50 60
(%)

市場の開拓に、積極的な方針を見せる企業が多い反面、営業力の弱さを課題にあげる企業も多
い。このため、営業力のある人材に対するニーズが高い。

㈽-４）市場開拓 ～マスメディアを有効に活用～

市場開拓への方針は積極的

●「現在、積極的に市場を開拓している企業」は４割強、「今後、積極的に市場を開拓する予定の企業」が４割弱と、
　約８割の企業が市場開拓に積極的な方針をもっている。一方、「何を行ったらよいかわからない」というように、
　市場開拓の入り口で立ち止まっている企業は全体の１割弱ある。（図表22）

◆◆

課題は“ヒト”と“モノ”

●市場開拓が困難な理由として、「営業力の弱さ」といった“ヒト”を要因にあげた企業が過半数を超えた。また、
「製　品が特殊で販路が限定されている」、「製品の市場へのアピール度が乏しい」といった“モノ（製品・技術）”
を要　因にあげた企業も多く、主力事業に対する自信の低さがうかがえる。（図表23）

◆◆
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増加
(＋20％超)

減少
(－20％超)

差
(増加－減少)

増加
(＋20％超)

減少
(－20％超)

差
(増加－減少)

新製品メッセ等の展示会

新聞・専門紙でのＰＲ

インターネットの活用

公的機関の仲介

金融機関・取引先の紹介

異業種交流会

その他

親会社・系列企業に依頼

ＤＭまたは飛び込み営業

経営者・役員の人脈活用

無回答

22.4 30.4 15.2 15.2 38.2 15.3 22.9

15.6 28.3 14.1 14.1 27.3 11.3 16.0

28.4 37.0 26.1 10.9 32.7 21.8 11.0

9.2 13.0 6.5 6.5 14.5 8.1 6.5

30.6 37.0 31.5 5.4 29.1 26.6 2.5

20.1 21.7 19.6 2.2 25.5 19.4 6.1

5.8 6.5 4.3 2.2 9.1 3.2 5.9

30.6 28.3 30.4 -2.2 25.5 30.6 -5.2

24.1 19.6 25.0 -5.4 27.3 21.8 5.5

54.1 50.0 60.9 -10.9 47.3 56.5 -9.2

7.3 6.5 3.3 3.3 5.5 5.6 -0.2

売上の推移別 収益の推移別

合計実施した内容

図表24　販路・取引先を開拓するために、ここ３年間で取り組んだ内容
(増収・減収企業、増益・減益企業の比較）

（回答は該当するものすべて）

（単位：％）

マスメディアを積極的に活用

20

業績が好調な企業では、市場開拓の手段として、様々なメディアを活用している。新聞・専門誌
やインターネット、メッセ等の展示会など、マスメディアを有効に利用している企業が多い。

◆◆

●売上が増加した企業（＋20％超）の回答率が、減少した企業（△20％超）の回答率を10ポイント上回った取組
　みは、「新製品メッセ等の展示会（＋15.2Ｐ）」、「新聞・専門誌でのＰＲ（＋14.1Ｐ）」、「インターネットの活用
（＋　10.9Ｐ）」である。逆に、売上が減少した企業（△20％超）の回答率が上回った取組みは、「経営者・役員の
人脈　活用（＋10.9Ｐ）」などで、これらの企業では人脈や親会社といった従来からあるルートに依存している傾
向が　強い。（図表24）



54.7

39.3

32.5

28.0

20.1

19.7

14.8

12.8

11.7

1.5

0.4

8.5

図表25　社内組織を強化するために取り組んだ内容

能力主義や実力主義を導入

自主的な改善提案等を実施

業務や職務のマニュアルを作成

業績評価基準の明確化

事業や部門ごとに独立採算で管理

下部組織への権限委譲

部門を横断する組織の形成

全社的にスペシャリスト化を推進

ポスト削減など、組織のフラット化

その他

ストックオプションの導入

無回答

（回答は該当するものすべて）

（件数=532）

0 10 20 30 40 50 60

(%)

32.5 39.1 23.9 15.2 49.1 24.2 24.9

54.7 63.0 51.1 12.0 80.0 46.8 33.2

14.8 26.1 15.2 10.9 18.2 13.7 4.5

39.3 41.3 31.5 9.8 43.6 37.9 5.7

19.7 21.7 15.2 6.5 20.0 18.5 1.5

20.1 21.7 16.3 5.4 30.9 13.7 17.2

28.0 30.4 27.2 3.3 36.4 22.6 13.8

12.8 17.4 14.1 3.3 10.9 14.5 -3.6

1.5 2.2 1.1 1.1 1.8 2.4 -0.6

0.4 0.0 0.0 0.0 1.8 0.0 1.8

11.7 10.9 17.4 -6.5 18.2 12.1 6.1

8.5 6.5 9.8 -3.3 1.8 8.9 -7.1

増加
(＋20％超)

減少
(－20％超)

差
(増加－減少)

増加
(＋20％超)

減少
(－20％超)

差
(増加－減少)

売上の推移別 収益の推移別

合計

業務や職務についてマニュアルを作成

能力主義や実力主義を導入

部門を横断する組織の形成

自主的な改善提案等を実施

下部組織への権限委譲

事業や部門ごとの業績は、独立採算で管理

業績評価基準の明確化

全社的にスペシャリスト化を推進

その他

ストックオプションの導入

ポスト削減など、組織のフラット化

無回答

実施した内容

図表26　社内組織を強化するために取り組んだ内容
(増収・減収企業、増益・減益企業の比較）

（回答は該当するものすべて）

（単位：％）

業績が好調な企業は、業務マニュアルや明確な業績評価基準を作成し、能力主義を導入してい
る。さらには、部門ごとに独立採算制を取り入れ、社員のモチベーション向上を図っている。

㈽-５）組織改革 ～業績と給与をリンクし、組織を活性化～

業績を給与に反映させるシステムを導入

●社内組織を強化するために、過半数の企業が「能力主義や実力主義」を導入している。(図表25)

◆◆

●社内組織の強化に向けた取組みは、収益の増加した企業（＋20％超）が積極的に実施している。「能力主義や
　実力主義を導入（80.0％）」、「業務マニュアルを作成（49.1％）」、｢業績評価基準の明確化（36.4％）｣、「部
　門ごとに独立採算で管理（30.9％）」というように、業績を給料に反映させる動きが盛んである（図表26）。
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図表27　外部機関や他企業との交流状況

0.8

2.6

1.3

19.2 50.8

6.8

7.0

6.8

39.8

34.0

10.2

16.4

28.4

12.4

28.0

29.9

12.0

28.9

21.6

25.0

27.6

44.7

40.0

22.0

13.2

11.7

13.7

12.4

16.5

16.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大学等の学術研究機関

公的研究機関、試験場等

組合等同業者のグループ

異業種交流会

自治体や商工団体等の経営相談課

民間の経営相談企業

共同研究・技術提携など実施 情報交換など交流の機会あり 将来的には、連携・交流したい

考えていない 無回答

（件数=532）

消極的なネットワーク化への対応

22

全体的に、外部機関等との交流状況は低い。大学や自治体と交流がある企業は２割にも満たな
い状況で、連携を考えていない企業は過半数にも及ぶ。これらの機関に対する期待の小ささが
危惧される。

◆◆

●外部機関や他企業との交流状況をみると、「組合等同業者のグループ（46.6％）」、「異業種交流会（36.6％）」
　といった他企業との交流は（共同研究・技術提携など実施、または情報交流など交流の機会あり）、４割前後の企
　業で実施されている（図表27）。

●一方、「大学等の学術研究機関（17.0％）」、「自治体や商工団体等の経営相談課（17.2％）」、「民間の経営相
　談企業（13.7％）」との交流は２割にも満たない状況で、加えて、「連携を考えていない」という回答は、無回答
　を除いた場合、全体の過半数にも及ぶ（図表27）。

㈽-６）ネットワーク ～他機関との連携は消極的～



図表28　大学等の学術研究機関との交流状況（売上の推移別）

4.9

10.9

6.9

5.7

8.7

12.9

6.5

21.7

6.9

10.7

27.2

25.1

31.1

23.9

40.5

49.1

30.4

34.8

40.8

33.6

22.8

13.1

12.6

6.0

13.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

　　　　　　増加（＋20％超）    

        　　　　　　件数=46　 

やや増加（＋5～20％）

         件数=116  

横ばい（±5％)      

       件数=103

やや減少（－5～20％）

          件数=175  

減少（－20％超）    

        件数=92  

共同研究・技術提携など実施 情報交換など交流の機会あり 将来的には、連携・交流したい

考えていない 不明

（件数=532）

2.2

8.7

9.5

6.8

7.4

34.5

31.5

21.7

25.7

26.2

22.8

26.9

28.2

30.4

32.8

30.3

26.1

23.9

25.2

17.2

19.6

9.7

13.6

6.0

13.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

図表29　公的研究機関、試験場等との交流状況（売上の推移別）

　　　　　　増加（＋20％超）    

        　　　　　　件数=46　 

やや増加（＋5～20％）

         件数=116  

横ばい（±5％)      

       件数=103

やや減少（－5～20％）

          件数=175  

減少（－20％超）    

        件数=92  

共同研究・技術提携など実施 情報交換など交流の機会あり 将来的には、連携・交流したい

考えていない 不明

（件数=532）

図表30　組合等同業者との交流状況（売上の推移別）

4.3

3.9

5.4

7.8

5.7

12.0

44.0

37.0

21.7

42.3

41.7

13.7

11.7

19.6

12.1

28.6

34.8

23.9

30.1

24.1

21.7

9.7

12.6

12.1

19.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

　　　　　　増加（＋20％超）    

        　　　　　　件数=46　 

やや増加（＋5～20％）

         件数=116  

横ばい（±5％)      

       件数=103

やや減少（－5～20％）

          件数=175  

減少（－20％超）    

        件数=92  

共同研究・技術提携など実施 情報交換など交流の機会あり 将来的には、連携・交流したい

考えていない 不明

（件数=532）

売上が好調な企業は、大学に期待

●売上が増加（＋20％超）、やや増加した企業（＋５～20％）では、『大学』と「共同研究など実施」、「交流の機会
　あり」、「将来的に交流したい」と回答した企業の比率が高い（図表28）。一方、売上が増加した企業（＋20％超）
　では、『組合等同業者』と交流がある企業の比率は低い傾向にある（図表30）。

◆◆
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図表31　異業種交流会における交流状況（売上の推移別）
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3.3
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34.8

33.7

35.9

28.3

31.4

26.2

21.7

31.0

22.9

21.7

12.0

27.2

24.1

21.7

9.7

9.7

10.3

15.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

　　　　　　増加（＋20％超）    

        　　　　　　件数=46　 

やや増加（＋5～20％）

         件数=116  

横ばい（±5％)      

       件数=103

やや減少（－5～20％）

          件数=175  

減少（－20％超）    

        件数=92  

共同研究・技術提携など実施 情報交換など交流の機会あり 将来的には、連携・交流したい

考えていない 不明

（件数=532）

図表32　自治体や商工団体等の経営相談課との交流状況（売上の推移別）
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　　　　　　増加（＋20％超）    

        　　　　　　件数=46　 

やや増加（＋5～20％）

         件数=116  

横ばい（±5％)      

       件数=103

やや減少（－5～20％）

          件数=175  

減少（－20％超）    

        件数=92  

共同研究・技術提携など実施 情報交換など交流の機会あり 将来的には、連携・交流したい

考えていない 不明

（件数=532）

図表33　民間の経営相談企業との交流状況（売上の推移別）
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1.0

0.9

4.3

8.7

11.4

13.0

6.5

21.6 20.7

15.2

19.4

21.7

14.1

48.3

55.3

48.9

47.8

51.4

19.6

8.6

15.5

14.3

29.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

　　　　　　増加（＋20％超）    

        　　　　　　件数=46　 

やや増加（＋5～20％）

         件数=116  

横ばい（±5％)      

       件数=103

やや減少（－5～20％）

          件数=175  

減少（－20％超）    

        件数=92  

共同研究・技術提携など実施 情報交換など交流の機会あり 将来的には、連携・交流したい

考えていない 不明

（件数=532）

利用が低い自治体等の経営相談課

24

◆◆

●『自治体や商工団体等の経営相談課』との交流状況をみると、売上が増加した企業（＋20％超）と減少した企業
（△　20％超）の利用状況が低い。前者はともかく、後者の利用が低いことは懸念される（図表32）。


